
報酬 2,890,000円　費用弁償 23,660円　消耗品費 131,802円　燃料費 101,867円　食糧費 18,238円
印刷製本費 142,000円　車両修繕費 105,116円　通信運搬費 69,210円　定期点検手数料 6,600円
システム等保守管理業務委託料 561,000円　各種業務委託料 18,000円　農業委員会職員協議会会
費 9,000円　徳島県農業会議負担金 127,300円　災害補償保険料 60,000円　庁用器具購入費
154,990円

備　 考

項 1 農業費 目 1 農業委員会費

特定財源の名称・金額
徳島県農業委員会交付金 2,166,785円　農業経営基盤強化事業事務取扱交付金 10,000円　機構集積支援事
業補助金 21,000円　農地集積・集約化対策事業補助金 154,990円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 5 農林水産業費

  うち繰越分↓
2,276,000

  うち繰越分↓
 一般財源(e) 1,998,290

  うち繰越分↓
2,066,008

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

2,352,775
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

2,136,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

 県支出金(b) 2,268,000
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

4,412,000
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 4,266,290
  うち繰越分↓

4,418,783

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

●国有農地の管理事務　●全国農業新聞の普及推進活動と集約事務　●2ヶ月に1回（奇数月）開催され
る農業委員会総会に至る運営事務　●農業者年金の加入促進と、各種届出等の集約事務　●農地の利
用状況調査（農地パトロール･8月から11月の間）と利用意向調査（12月）　●遊休農地（荒廃農地･耕作放
棄地）、違反転用の解消へ向けた啓発、指導等　●農地法の規定に基づいた農地転用の許可申請事務
●農業経営基盤強化促進法の規定に基づいた利用権設定（農地の貸借）の管理運営事務　●農業者の
経営力向上のための簿記教室（月1回）、税務申告の学習会（年1回）の開催　●県農業会議開催による農
業委員研修会等の事務　●県農業会議との連絡調整　●農地台帳システムの管理運営　●全国農地ナ
ビ（web）の進捗･管理 ほか

事務事業の成果
結果・実績はどうか

　組織運営としての具体的な数値なし。

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

●農地等として利用すべき土地の農業上の利用の確保に関する事
項　●農地等の利用の集積その他農地等の効率的な利用の促進に
関する事項　●農業及び農民に関する情報提供 ほか
※農業委員会等に関する法律から抜粋

対 象 者
農業者

農業生産法人 など

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農民の地位の向上に寄与する。
※農業委員会等に関する法律から抜粋

事業継続年数 事業開始年度 昭和27年度

分野別施策 １　農林業の振興 所 属 長 山下 真広

主な施策 １　農業生産基盤の充実 電話番号 79-5339

第２次
総合計画体系

政策目標 ３　にぎわいのあるまち 担当部署 産業課

根拠法令等 農業委員会等に関する法律　農業委員会等に関する法律施行令 ほか

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 農業委員会の運営 整理番号 1309-029

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


